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防
の
実
践

予
防
の
実
践要因負荷推計エビデンス整理

プール解析

がんリスク評価⼀覧 がん要因寄与度

社会への
普及実装

関連の強さ・
⼤きさ

予防の優先順位
• 相対リスクの

⼤きさ
• 保有率
• 関連するがん

の多さ少なさ

結局「がんの要因は何なのか」を評価するには︖
「研究」から「予防実践」への橋渡し

系統的レビュー
メタ・アナリシス
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対象となる要因と関連部位がんの決定:
要因, 各要因の論理的最⼩リスク状態の定義, 各要因と関連するがんの部位の決定

⽇本⼈における予防可能要因のがん全体における⼈⼝寄与割合（PAF）

がんの要因の寄与度（⼈⼝寄与割合Population Attributable Fraction: PAF）推計の流れ

⽇本⼈の
相対危険度

性年齢群別
がん罹患・死亡数把握

⽇本⼈の
要因保有割合

がんの罹患数・死亡数のうち、その要因がなければ防げたかもしれない罹患・死亡数の割合

⽇本⼈における予防可能ながんによる経済的負担はどのくらいか︖
要因がなければ防げたかもしれない罹患・死亡を経済的負担（医療費など）に置き換えた場合の度合い
罹患や死亡の数のみならず、がん毎に異なる医療費を考慮
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⽇本⼈のがんの予防可能な要因の寄与度（Population Attributable Fraction: PAF %) ‐2015年のがん罹患

5Inoue M et al, Global Health & Medicine 2022; 4(1):26‐36. 

⽇本⼈のがんは、何が原因か︖

⽇本⼈のがんの36%（男性のがんの43％、⼥性のがんの25％）は、避けられる・予防できる要因によって起こっている。
喫煙とがん関連感染症が2⼤要因である。
⽇本⼈のがんのうち男性で57％、⼥性で75％は、既知の予防可能要因では説明できない。

感染︓胃（ヘリコバクター・ピロリ）、肝蔵（B型、C型肝炎ウイルス）、
⼦宮頸（HPV）、ATLL（HTLV-1）、上咽頭・バーキットリンパ腫（EBV）

合計︓組み合せ影響調整

もしその要因がなかったとしたら何％のがんが予防可能だったのか︖
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⽇本⼈における予防可能な
がんの経済的負担推計

国⽴国際医療研究センター 国際医療協⼒局
グローバルヘルス政策研究センター

齋藤 英⼦

背景と⽬的
多くのがんは、⽣活習慣や環境リスク要因によって引き起こされ、適切な対策を取れば

予防が可能
⽇本における予防可能なリスク要因関連がんについて、主要な⽣活習慣や環境要因の寄

与度の推計がされている
⼀⽅、がんが社会全体に与える経済的負担（直接的・間接的な医療費と労働損失）につ

いての研究はほとんどない
がんは、医療費のみならず、治療中の⼀時的な就業中断や労働⼒からの離脱によって、

重い経済的負担を引き起こす

予防可能なリスク要因関連がんの社会的費⽤を推計することで、がん予防
の経済効果を明らかにすることが可能 ＝ 本研究の⽬的
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研究⽅法①
がん直接医療費

＝がん直接医療費（⼊院＋外来＋調剤）総額*

がん間接費⽤（死亡による労働損失）
＝がん死亡数*×2015年時点の期待⽣涯収⼊§×平均雇⽤率¶

がん間接費⽤（20歳~65歳⼈⼝におけるがん治療のための労働損失）
＝がん患者数*×平均年間⼊院⽇数および外来受療⽇数*

×⼀⽇あたり平均収⼊§×平均雇⽤率¶

9

*性・年齢階級・がん種別、§年齢階級別、¶性・年齢階級別

研究⽅法②

10

がんの
直接医療費

予防可能ながんの
リスク要因寄与度

＝PAF（％）

予防可能ながんの
直接医療費

予防可能ながん死亡
による労働損失

予防可能ながんの
治療のための

労働損失

予防可能ながんの経済的負担

PAF: Population Attributable Fraction, 
性別・年齢階級別・がん種別のがんリスク要因寄与度（％）

がん死亡による
労働損失

がん治療のため
の労働損失
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研究⽅法④
がんの
リスク要因

11出典 https://epi.ncc.go.jp/paf/index.html

表. この研究に含まれるリスク要因とがん（2015）
リスク要因 最⼩リスクの定義 リスク要因に関連付けられるがん
喫煙

能動喫煙 喫煙歴なし 肺、⼝腔と咽頭、⿐、⾷道、胃、結腸、直腸、肝臓、
膵臓、膀胱、⼦宮頚部、急性⾻髄性⽩⾎病

受動喫煙 曝露なし 肺
飲酒 アルコール摂取なし ⼝腔、咽頭、⾷道、胃、⼤腸、肝臓、喉頭、乳房

過体重 BMI＜23 kg/㎡
⾷道腺癌、胃(噴⾨部)、⼤腸、肝臓、胆嚢、膵臓、
乳房(閉経前・後)、卵巣、⼦宮内膜、前⽴腺(進⾏
性)、腎臓

⾝体活動 定期的な運動 ⼤腸、乳房、⼦宮内膜
感染 感染なし

ヘリコバクターピロリ菌 胃(⾮噴⾨部)、胃MALTリンパ腫
C型肝炎ウイルス(HCV) 肝臓
B型肝炎ウイルス(HBV) 肝臓
ヒト・パピローマ・ウイルス
（HPV）

⼝腔、中咽頭、肛⾨、陰茎、外陰部、膣、⼦宮頸部

エプスタイン＝バー・ウイルス
(EBV)

⿐咽頭、バーキットリンパ腫、ホジキンリンパ腫

ヒトT細胞⽩⾎病ウイルス1型
(HTLV-1)

成⼈T細胞リンパ腫/⽩⾎病(ATL)

⾷事摂取
⾼塩分⾷品 なし 胃
果物 肺
野菜 胃(遠位)
⾷物繊維 年齢

5-9
10-14
15-19
20-69
70＋

男性/⼥性
≧11.5g/≧11g
≧15g/≧14.5g
≧19.5g/≧17.5

g
≧20g/≧18g
≧19g/≧17g

結腸

⾚⾁・加⼯⾁ 1週間に500g未満 結腸、直腸
授乳 授乳歴あり ⼥性の乳房、卵巣、⼦宮内膜
外因性ホルモン剤使⽤ 使⽤歴なし

ホルモン補充治療(HRT) ⼥性の乳房、卵巣
経⼝避妊薬(OC) ⼥性の乳房、卵巣、⼦宮内膜

⼤気汚染 ⼤気中の微⼩粒⼦状物質
10 µg/c㎥以下

肺

研究⽅法⑤データソース
がん直接医療費 レセプト情報・特定健診等

情報データベース集計表
2015年時点でがんを主傷病として報告されたが
ん 患者数と直接医療費について、主傷病別に20
のがん種に分類

がん死亡数 国⽴がん研究センター
がん情報サービス「がん統計」

2015年のがん死亡者数を部位・性年齢階級別に
抽出

期待⽣涯収⼊ 賃⾦構造基本統計調査
（2015年)

期待労働年数（65歳ー死亡時年齢）に年齢階級別
平均収⼊を乗じ、将来の期待⽣涯収⼊を年間割引
率3％と仮定して2015年時点の価値に換算

平均就業率 労働⼒調査（2015年) 2015年の平均就業率を性年齢階級別に抽出

⼀⽇あたり平均収⼊ 賃⾦構造基本統計調査
（2015年) 2015年の1⽇あたり平均収⼊を年齢階級別に抽出

年間⼊院⽇数および
外来受療⽇数 患者調査（2014年） 年間平均⼊院⽇数および外来受療⽇数

リスク要因寄与度 がんの⼈⼝寄与割合（PAF）
2015年データ 前のスライド

12（注）直接⾮医療費（受療のための交通費や家族の介護負担等）は、データが少ないことから本研究では推計していません。
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結果①がんの総経済的負担
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全部位合計

男⼥計 2兆8,597億円
男性 1兆4,946億円
⼥性 1兆3,651億円

結果②部位別に⾒た予防可能ながんの経済的負担
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全部位合計

男⼥計 1兆240億円
男性 6,738億円
⼥性 3,502億円
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結果③費⽤別に⾒た予防可能ながんの経済的負担
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乳がん・⼦宮頸がんは、
働 き 盛 り の 世 代 で の
罹患が多く、労働損失
が⼤きな影響を与えて
いた

結果④主なリスク要因別に⾒たがんの経済的負担
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全部位合計
感染 4,788億円
能動喫煙 4,340億円
飲酒 1,721億円
運動不⾜ 337億円
過体重 190億円

ピロリ菌関連胃がん
2,110億円

HPV関連⼦宮頸がん
640億円

0 50,000 100,000 150,000 200,000 250,000 300,000 350,000 400,000

感染

能動喫煙

飲酒

運動不足

過体重
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リ
ス
ク
要
因

口腔 食道 胃 結腸 直腸

肝臓 胆のう・胆管 膵臓 喉頭 肺

乳房 子宮頸部 子宮体部 卵巣 前立腺

膀胱 腎・尿路 悪性リンパ腫 白血病

過体重 ： BMI 23kg/㎡以上

肺がん
約1,386億円

ピロリ菌関連胃がん
約2,110億円

HPV関連
子宮頸がん
約640億円

HBV・HCV関連
肝臓がん
約607億円

注）主要部位の合計とがん全部位の合計は
異なることにご留意ください。
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結果のまとめ
• 感染によるがんの経済的負担が最も⾼い
• 胃がん（H. pylori感染）、⼦宮頸がん（HPV感染）では、感染を
予防できた場合、多額の経済的負担を回避できることが⽰唆さ
れた

• 能動喫煙による経済的負担が⼤きいことが分かった

• 定期的ながん検診、HPVワクチン接種、禁煙を推進すること
で、がんの経済的負担軽減につながることが⽰唆された
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